
議案第１５０号

　　　令和２年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　　令和３年 ９ 月 ２ 日提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

令和２年度川崎市下水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営

企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、令和２年度川崎

市下水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査

委員の意見を付して認定を求める。



   令 和 ２ 年 度 川 崎 市   　下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１）収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　　2,225,916,578円  

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　 　　 7,850,357円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税   　   2,586,507円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

第１款 40,576,643,000 0 0 40,576,643,000 40,576,643,000 1,415,518,589

第１項 営 業 費 用 36,922,575,000 0 0 36,922,575,000 36,922,575,000 1,263,577,795 ※１、３

第２項 営 業 外 費 用 3,623,775,000 0 0 3,623,775,000 3,623,775,000 121,725,394 ※２

第３項 特 別 損 失 10,293,000 0 0 10,293,000 10,293,000 10,215,400

第４項 予 備 費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税      788,378,793円        

  ※２　うち仮払消費税及び地方消費税　 　   2,897,349円

  ※３　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　369,748,871円

0

0

0

1,010,000

8,655,710,000

36,241,976,000

44,898,696,000

地方公営企業法第24条

0

0

0

0

円 円

決  算  額

円

44,387,187,6550

円

                             予                   算                   額

円

44,898,696,000

補正予算額

35,540,927,677

511,508,345

701,048,323

合     計

8,655,710,000

1,010,000

8,765,529,050

80,730,928

予算額に比べ

決算額の増減
当初予算額

円

出額に係る財源充当額

第3項の規定による支

0

円

0

0

補正予算額当初予算額

地方公営

企業法第

26条第2
流用増減額

項の規定

に よ る

36,241,976,000

0

0

企業法第

26条第2

109,819,050

79,720,928

決  算  額 項の規定

繰 越 額

不  用  額

円

繰 越 額

77,600

39,161,124,411

                             予                   算                   額

予備費支出額 合     計小   計

0

備

考

地方公営

円

0

に よ る

0

00

0

0

0

0

円 円

35,658,997,205

3,502,049,606

下 水 道 事 業 費 用 0

0

0

0

0

0

0

円

区         分 

区         分 

※２

※３

備     考

※１

下 水 道 事 業 収 益



（２）資本的収入及び支出

  　収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰越 額に係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  第１項 25,431,000,000 0 25,431,000,000 32,377,000,000 23,519,000,000 △ 8,858,000,000

（1）翌年度へ繰下発

  第２項 4,414,057,000 0 4,414,057,000 4,414,057,000 4,404,057,000 △ 10,000,000

（2）不用額

  第３項 5,500,000,000 2,408,000,000 7,908,000,000 12,017,277,000 7,563,871,000 △ 4,453,406,000

  第４項 20,000 0 20,000 20,000 19,623,116 19,603,116

  第５項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

  第７項 598,030,000 0 598,030,000 598,030,000 598,030,221 221

  第９項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税  　      364,606円

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税  　      281,407円

※１

30,000 0 30,000△

※２3,085,473

0

3,095,47310,000

0

0

0

  第６項 30,000 0 30,000

  第８項

貸付事業収入

010,000

基 金 繰 入 金

0

0

0

予算額に比べ

決算額の増減

13,298,777,190△

0 △0

0

資 本 的 収 入

そ の 他
10,00010,000 0 10,000

10,000

負 担 金 0

投 資 収 入

売 却 代 金

固 定 資 産

0

4,109,277,000

寄 附 金

下 水 道 事 業

資 本 的 収 入

企 業 債

一般会計出資金

2,408,000,000

0

備    考

  第10項

35,943,177,000

水 洗 便 所 等

第１款

国 庫 補 助 金

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

6,946,000,000

0

区       分
補正予算額 小      計当初予算額

38,351,177,000

円

                                予                  算                  額

決  算  額

36,107,676,810

円

合    計

11,055,277,000 49,406,454,000

0

2,056,000,000円

0

0

6,802,000,000円

0 10,000

0

※企業債収入減額内訳

  行する額

0



  　支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  第１項 20,237,379,000 1,775,000,000 0 0 22,012,379,000 11,313,338,400 0 33,325,717,400 21,450,664,515 11,413,100,000 0 11,413,100,000 461,952,885 ※１

  第２項 31,472,676,000 0 0 0 31,472,676,000 0 0 31,472,676,000 31,472,675,142 0 0 0 858

  第４項 2,182,836,000 0 0 0 2,182,836,000 0 0 2,182,836,000 2,182,826,000 0 0 0 10,000

  第５項 10,000,000 0 0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税 　　　1,789,690,895円

損益勘定留保資金 2,865,085,257円及び当年度分損益勘定留保資金 10,718,199,285円で補てんした。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 18,998,488,847円は、当年度分消費税及び地方消費税資本 的収支調整額 1,129,163,785円、繰越工事資金 243,323,000円、減債積立金 4,042,717,520円、過年度分

予 備 費

投 資

水洗便所等

貸付事業費
30,0000 0 0 30,000

471,993,74311,413,100,0000

0

継続費

逓  次

繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

0

小   計

00 0 30,000 0

償 還 金

建設改良費

資 本的 支 出
第１款

下 水道事業
0

支出額

継続費

逓  次

繰越額

備考

  第３項

53,902,921,000

30,000

1,775,000,000

0

当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額

決  算  額
合     計

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

予備費
区       分

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額

55,106,165,657 11,413,100,00055,677,921,000 11,313,338,400 0 66,991,259,400

補正予算額



（単位  円）

１

（１） 22,160,443,002

（２） 11,044,106,832

（３） 70,199,937

（４） 22,999,188

（５） 17,262,140 33,315,011,099

２

（１） 1,440,518,163

（２） 1,228,568,754

（３） 4,919,289,668

（４） 132,811,324

（５） 70,199,937

（６） 120,250,040

（７） 15,794,982

（８） 1,746,493,067

（９） 1,151,073,277

（10） 23,278,625,103

（11） 680,015,929

（12） 86,978,168 34,870,618,412

1,555,607,313

３

（１） 25,601,389

（２） 1,079,814,200

（３） 7,517,850,581

（４） 135,337,612 8,758,603,782

営 業 損 失

受 託 事 業 費

雑 収 益

処 理 場 費

水 質 指 導 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

貸 付 助 成 事 業 費

プ ー ル 事 業 費

長 期 前 受 金 戻 入

管 渠 費

受 託 事 業 収 益

一 般 会 計 補 助 金

総 係 費

減 価 償 却 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

営 業 外 収 益

令和２年度川崎市下水道事業損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

下 水 道 使 用 料

業 務 費

一 般 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

プ ー ル 事 業 収 益



４

（２） 198,662,604 3,184,903,019 5,573,700,763

4,018,093,450

５

（１） 14,930,934

（２） 47,903,690

（３） 15,309,797 78,144,421

６

（１） 77,600 77,600 78,066,821

4,096,160,271

4,042,717,520

8,138,877,791

営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損

企 業 債 取 扱 諸 費
（１）

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

2,986,240,415

支 払 利 息 及 び

経 常 利 益



令和２年度川崎市下 水道事業剰余金計算書

（令和２年４月１日から 令和３年３月３１日まで）

（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

0

0

00

00

0

0

144,772,004,141

33,030,221

33,030,221

4,404,057,000 0

176,556,048,176

0 0

8,588,020,644

4,096,160,271

△ 4,042,717,520

資本合計

0

0

前年度処分額

前年度末残高 4,804,037,443

減債積立金
未処分利益
剰余金

23,196,023,391

議会の議決による処分額

当年度変動額

0

当年度末残高

一般会計出資金の受入れ

当年度純利益

処分後残高

149,176,061,141

4,404,057,000

資本剰余金

0

3,082,332,493

141,689,671,648 18,358,955,727

18,358,955,727

国庫補助金

0

4,804,037,443

3,082,332,493

0

0

4,804,037,443 18,358,955,727

7,627,635,617 11,670,353,137

資本金

資本剰余金
合計

その他
資本剰余金

受贈財産
評価額

33,030,221

剰余金

利益剰余金

利益剰余金
合計

4,545,303,124

8,500,217,271

4,404,057,000

176,556,048,176

0 4,545,303,124 △ 7,627,635,617 △ 3,082,332,493 0

4,042,717,520

0△ 3,082,332,4930 △ 7,627,635,617

23,196,023,391 8,588,020,644 0

0 △ 3,082,332,493 △ 3,082,332,493

△ 4,042,717,520 8,138,877,7910 0

0

4,096,160,271

23,196,023,391 4,545,303,124 8,138,877,791 12,684,180,915 185,056,265,447

0 4,096,160,2714,096,160,271

0資本金への組入れ 3,082,332,493 0 0 0 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 4,042,717,520 0 0

4,545,303,124 △ 4,545,303,124 0 0

0

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

当年度末残高

153,218,778,661 0

議会の議決による処分額 4,042,717,520 0

23,196,023,391

0

△ 8,138,877,791

0

令和２年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

△ 4,096,160,271

23,196,023,391149,176,061,141

減債積立金の積立て

8,138,877,791

処分後残高

資本金への組入れ 4,042,717,520 0 △ 4,042,717,520

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,182,243,017

イ 50,349,735,625

△30,294,581,312 20,055,154,313

ウ 902,969,171,480

△424,575,040,780 478,394,130,700

エ 173,932,455,100

△111,440,440,143 62,492,014,957

オ 233,234,588

△1,868,988 231,365,600

1,105,063,682

△780,903,415 324,160,267

キ 370,687,478

△199,904,256 170,783,222

ク 27,014,647,679

632,864,499,755

（２）無形固定資産

ア 4,983,046

イ 8,210,880

ウ 6,287,500

エ 494,961,138

オ 4,740,793

カ 86,183,324

605,366,681

（３）投資その他の資産

ア 15,117,985

リ ー ス 資 産

カ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

令和２年度川崎市下水道事業貸借対照表
（令和３年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無形固定資産合計

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

ソ フ ト ウ ェ ア

破 産 更 生 債 権 等

地 上 権

施 設 利 用 権

工具器具及び備品

有形固定資産合計

無形固定資産仮勘定



△15,117,985 0

イ 5,936,130,000

639,405,996,436

２

（１） 24,990,085,532

（２） 5,602,776,479

△75,808,699 5,526,967,780

（３） 3,520,000

（４） 1,578,002,262

（５） 726,058

32,099,301,632

671,505,298,068

         負  債  の  部

３

（１）

ア

イ 54,785,000,000

260,367,904,091

（２） 116,940,319

（３）

ア 1,940,376,686

1,940,376,686

262,425,221,096

４

（１）

ア

イ 12,283,500,000

34,664,367,615

固 定 負 債

貯 蔵 品

固 定 負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

貸 倒 引 当 金

前 払 金

企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債 合 計

その他流動資産

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

205,582,904,091

企 業 債 合 計

22,380,867,615

そ の 他 の 企 業 債

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

た め の 企 業 債

公 債 償 還 準 備 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

5,936,130,000

た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

資 産 合 計
投 資 そ の 他 の



（２） 74,065,634

（３） 15,251,865,756

（４） 50,798,115

（５） 137,765,669

（６） 4,159,560

（７）

ア 308,811,406

308,811,406

（８） 75,600

50,491,909,355

５

（１）

ア 90,856,934,191

△46,710,167,627 44,146,766,564

イ 1,277,197,662

△787,943,401 489,254,261

ウ 258,594,885,292

△131,043,972,786 127,550,912,506

エ 466,396,966

△372,490,529 93,906,437

オ 2,936,938,641

△1,725,302,471 1,211,636,170

カ 97,339,031

△57,912,799 39,426,232

173,531,902,170

173,531,902,170

486,449,032,621

         資  本  の  部

６ 149,176,061,141

７

（１）

ア 4,804,037,443

賞 与 引 当 金

預 り 金

引 当 金

未 払 費 用

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

リ ー ス 債 務

資 本 金

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

資 本 剰 余 金

未 払 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

その他流動負債

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 担 金

その他長期前受金

受 贈 財 産 評 価 額



イ 18,358,955,727

ウ 33,030,221

23,196,023,391

（２）

4,545,303,124

12,684,180,915

35,880,204,306

185,056,265,447

671,505,298,068負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

イ

利 益 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

ア 減 債 積 立 金

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 8,138,877,791



注記

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

ア 貯蔵品

 先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）。

（２）固定資産の減価償却の方法

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

定額法による。

（イ）主な耐用年数

      建物        ８～５０年

      構築物      １０～５０年

      機械及び装置    ６～５０年

      車両及び運搬具   ２～ ４年

      工具器具及び備品  ２～２０年

イ 無形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

      定額法による。

ウ リース資産

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

      なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（３）引当金の計上方法

ア 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

 より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。



イ 退職給付引当金

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相

 当する金額のうち、汚水処理費相当額を計上している。なお、一般会計が負担

すると見込まれる雨水処理費相当額は４４，１３３，８８４円である。

ウ 賞与引当金

 職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

 払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

ア 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

 なお、控除対象外消費税額は、当年度の費用として処理し、特定収入仮払消

費税額については長期前受金と相殺している。

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

（１）重要な非資金取引

ア ファイナンス・リース取引による資産の取得

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

は、それぞれ次のとおりである。

  リース資産   ２７，６１１，６０４円

リース債務   ３０，３７２，７６４円

イ 受贈財産の受入れによる資産の取得

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおり

である。

  構築物    ３０８，１２６，２４８円

３ 貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担

 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

 １年以内に償還予定のものも含む。 ）のうち、一般会計が負担すると見込まれる

額は１３１，９０１，２３７，０００円である。



（２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務

リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。

４ セグメント情報に関する注記

 川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営しており、事業全体をもっ

て単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。

５ その他の注記

（１）長期継続契約に係るリース債務

 通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務

 のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとお

りである。

短期リース債務    ７４，０６５，６３４円

長期リース債務   １１６，９４０，３１９円

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し

当年度において、債権の貸倒れによる損失として１２，４９３，０３６円を処

理するため、貸倒引当金１２，４７１，９３７円を取り崩している。

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し

 当年度において、職員の退職手当として５９，６３５，８１０円を支給するた

め、退職給付引当金４７，４１０，４６９円を取り崩し、一般会計から雨水処理

負担金として１２，２２５，３４１円を繰り入れている。

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し

当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定

福利費として８１６，０７７，０８３円を支給（支払）するため、賞与引当金

２６６，９９１，７１９円を取り崩している。


